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　137Cs は核分裂反応により生成する半減期約 30 年の人工放射性核種で，その外部放射線による公衆被曝











た天気観測データから，2002 年 3 月における東アジア大陸部での砂塵発生事象の発生頻度分布を計算した。
その結果，砂嵐等が 8% 以上の高頻度で観測された地点は，中国北部からモンゴルにかけての草原域に局在
していることが明らかになった。このことは，同地域が 2002 年 3 月における砂塵発生の中心であったこと
を示す。次に，砂塵の発生が顕著であったとみられる中国内モンゴル自治区中央部の草原で採取された土
壌の放射能測定を行い，137Cs 濃度および土壌中蓄積量を求めた。その結果，草原表土における 137Cs の集積
が認められ，濃度は 5.5-86 mBq g−1 と，中国の核実験場に近いタクラマカン砂漠の土壌の例（5.01-31.5 mBq 
g−1）や日本の畑地土壌の例（6.3-7.5 mBq g−1）よりも高い水準であった。このことから，大陸の草原が 137Cs
を含む砂塵の供給源であると特定された。また草原土壌への 137Cs 蓄積量は 176-3710 Bq m−2 であり，平均年
















能の高い独自の観測が必要とされる。そこで，茨城県つくば市において，2007 年春季に 137Cs 降下量の週間
観測を実施した。その結果，黄砂由来 137Cs の寄与は，全観測期間における降下量の 67％以上を占め，黄砂
飛来が 137Cs 降下の主要な原因であると確認された。また，黄砂由来降下物の単位鉱物量当たりの 137Cs 放射
能は 81.8 mBq g−1 と高く，黄砂は非常に高い 137Cs 濃度を示すことが明らかになった。
審　査　の　結　果　の　要　旨
　1950 年代から 70 年代にかけて実施された大気圏内核実験や 1986 年のチェルノブイリ発電所事故によっ
て，137Cs が大気圏に拡散し汚染は地球全体に及んだ（グローバルフォールアウト）ことは良く知られている。
そして，それ以降，大気圏内核実験の実施例はなく大規模事故も発生しなかったため，大気中 137Cs は減少
傾向を示し，1990 年代には人体へ影響を及ぼす水準ではなくなったと考えられていた。しかしながら，日
本では現在も 137Cs の大気降下が継続し，とくに春季には降下量の増大が認められる。この現象は，おそら
く東アジアの風成塵（黄砂）現象に起因するものと考えられてきたが，それを実証した研究は無かった。本
研究は，上記のことを明らかにするために，風成塵が生じた際の膨大な気象データ解析や風成塵の主な供給
源と考えられた中国の内モンゴル自治区内の中央部に位置する草原下の土壌分析にもとづいて，137Cs を含
む砂塵の供給源や供給プロセスを初めて解明したことが大いに評価できる。すなわち，従来，137Cs を含む
砂塵の供給源は，中国の核実験場が立地する中国西部の砂漠域であると考えられて来たが，その可能性は本
研究により否定され，大陸の草原域が主要な供給源であることが明らかとなった。また，草原土壌から大気
への新たな 137Cs 供給プロセスが明らかにされた。これらの成果は，大気化学や環境放射能（放射線）研究，
黄砂研究など幅広い研究分野への学術的貢献として位置づけられるとともに，公衆被曝線量算定への応用面
での貢献としても貴重な研究であると評価された。
　よって，著者は博士（環境学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
